




















































































AICPAのCAP（Committee on Accounting Procedures: 会計手続委員会）は、
1959 年に、ARB（Accounting Research Bulletin: 会計研究公報）第 51 号「連














まず、ARB 第 51 号では、非連結子会社の会計処理について、原価法と持分
法との選択適用を認めるが、CAP は持分法の適用を推奨する（AICPA, 1959, 
para. 19）。続いて、1966 年、APB（Accounting Principles Board: 会計原則
審議会）意見書第 10 号「各種意見書」では、国内の非連結子会社について持
分法の適用が強制される（APB, 1966, para. 3）。最終的に、1971 年、APB 意
見書第 18 号「普通株式投資の会計に対する持分法の適用」では、在外の非連










業の財務諸表に計上するだけであったが、ARB 第 51 号において、かかる手続
に加えて、投資差額の償却や未実現利益の消去等の連結手続も行うこととなっ








































JV は、一般的に、共同支配契約に基づいて運営され、上記 A 社、B 社のい
ずれも単独では支配していないことが多いため、A 社、B 社は JV の資産、負債、
収益および費用等を持分に比例して支配していると見なし、JV には比例連結
を適用する、という案が提案された（Reklau, 1977; Dieter and Wyatt, 1978; 
Peyvandi, 1980）（7）。比例連結を行えば、JV の利益（損失）だけでなく、資産、
負債、収益および費用等も、持分割合に応じて、A 社および B 社の連結財務
諸表に計上される。
以 上 の 議 論 を 踏 ま え て、1990 年、IASC（International Accounting 
Standards Committee: 国際会計基準委員会）は、IAS 第 31 号「JV に対する































続いて、IFRS の規定を見る。IASB（International Accounting Standards 
Board: 国際会計基準審議会）は、2011 年に、IAS 第 28 号「関連会社および
共同支配企業に対する投資」（IASB, 2011c）、および、IFRS 第 11 号「共同支

























































































が以前より行われており、日本企業のうち、SEC（Securities and Exchange 
Commission: 証券取引委員会）基準適用企業についてはかかる開示を行って
いた。
一方、日本では、持分法適用企業に関する開示は、1973 年 3 月期より、連
結財務諸表が制度化されて以来、要求されてこなかったが、2006 年、ASBJ
（Accounting Standards Board in Japan: 企業会計基準委員会）は、企業会計
基準第 11 号「関連当事者の開示に関する会計基準」および同適用指針第 13 号
「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」を公表し、関連会社を関連
当事者として位置づけ、要約財務情報の開示が求められるようになった（10）（企







































































てこなかったが、2008 年 3 月以降、一定程度の開示が行われるようになって















（1）   ただし、FASB（Financial Accounting Standards Board: アメリカ財
務会計基準審議会）は、以前、非連結企業（unconsolidated entity）プロジェ
クトを設置しており、そこでは関連会社や JV（joint venture: ジョイント
ベンチャー）をはじめ、持分法適用企業の会計処理について再検討してい
た。したがって、非連結企業という用語は、具体的に関連会社および JV
等を指すことが多い。ただし、FASB は本プロジェクトを、2004 年 5 月
をもって取りやめている（http://www.fasb.org/unconsolidated_entities.
shtml、2012 年 1 月 30 日閲覧）。
（2）  アメリカにおける連結会計史について、詳しくは、Walker （1978）、高
須（1996）、山地（2000）および小栗（2002）等を参照のこと。





















（5）  企業会計基準第 16 号「持分法に関する会計基準」、企業会計基準第 22
号「連結財務諸表に関する会計基準」。
（6）   この点について、詳しくは、田中（1991）を参照のこと。
（7）   比例連結は、被投資企業の資産、負債、収益および費用等を持分割合
に応じて、科目ごとに合算する方法である。その場合、全部連結と比例
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The purpose of this paper is to clarify the current situation and issues of 
the accounting and disclosure of unconsolidated entities. 
The term “unconsolidated entity” is not commonly used, but there is a 
growing trend that special accounting processes are conducted for some 
firms other than consolidated ones in consolidated accounting and their 
items are disclosed. Considering this trend, this paper assumes that 
unconsolidated entities have some influences and responsibilities, for 
example, because their parent companies or subsidiaries have voting rights, 
but they are not included in the scope of consolidation. Then, the current 
situation and issues of their accounting and disclosure are identified. 
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